
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

参考資料９

四国における移動等円滑化進展状況、
基本構想の作成状況【地域別詳細】

四国運輸局

交通政策部 共生社会推進課

令和７年８月８日



旅客施設

※地域については地方運輸局等の管轄区域を基本としており、内訳は以下のとおり。
北海道 （北海道）
東北 （青森県、岩手県、宮城県、福島県、秋田県、山形県）
関東 （茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県）
北陸信越（新潟県、長野県、富山県、石川県）
中部 （静岡県、愛知県、岐阜県、三重県、福井県）
近畿 （滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県）
中国 （鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
四国 （徳島県、香川県、愛媛県、高知県）
九州 （福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）
沖縄 （沖縄県） 1



四国の鉄軌道駅のバリアフリー状況（令和６年３月末現在）

・平均利用者数が3,000人/日以上及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人/日以上3,000人/日
未満の鉄軌道駅のバリアフリー化は、段差の解消について8１.8％、視覚障害者誘導用ブロックについて50．0％、
案内設備について36.4％、障害者用トイレの設置については88.9％実施済。

2

鉄軌道駅（3,000人以上/日及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人以上/日)のバリアフリー状況（都道府県別）

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約100％／
2025年度末）

3,546142272228111132904431731,534107102総施設数

3,30314197181511185873392621,47210288(うちトイレ設置駅数)

3,33114197181791113866395591,47910189段差の解消（駅数）

93.9%100%86.8%81.8%50.0%87.5%81.8%100%85.6%95.8%91.6%80.8%96.4%94.4%87.3%総施設数に対する割合

1,607215811146072278166357414797
視覚障害者

誘導用ブロック（駅数）

45.3%14.3%69.6%50.0%50.0%50.0%54.5%0.0%54.5%30.8%38.5%47.9%48.3%43.9%95.1%総施設数に対する割合

2,735141258133149664355281,3504399案内設備

77.1%100%55.1%36.4%50.0%37.5%27.3%100%37.1%73.5%82.4%38.4%88.0%40.2%97.1%総施設数に対する割合

3,0521415216159166817343521,4119685障害者トイレの設置（駅数）

92.4%100%77.2%88.9%100%100%81.8%100%77.6%93.6%87.5%83.9%95.9%94.1%96.6%うちトイレ設置駅数に対する割合



四国のバスターミナルのバリアフリー状況（令和６年３月末現在）
・平均利用者数が3,000人/日以上及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人/日以上3,000人/日
未満のバスターミナルのバリアフリー状況。

3

バスターミナル（3,000人以上/日及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人以上/日）のバリアフリー状況(都道府県別）

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約100％／
2025年度末）

43112—————13426113総施設数

36112—————12422111(うちトイレ設置ターミナル数)

40111—————13426111段差解消数（施設数）

93.0%100.0%91.7%—————100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%84.6%総施設数に対する割合

37110—————12425111
視覚障害者

誘導用ブロック（施設数）

86.0%100.0%83.3%—————100.0%66.7%100.0%100.0%83.3%100.0%84.6%総施設数に対する割合

34111—————134—6—8案内設備

79.1%100.0%91.7%—————100.0%100.0%100.0%—100.0%—61.5%総施設数に対する割合

26110—————1242114
障害者トイレの設置

（施設数）

72.2%100.0%83.3%—————100.0%100.0%100.0%100.0%50.0%100.0%36.4%うちトイレ設置ターミナル数に対する割合



四国の旅客船ターミナルのバリアフリー状況（令和６年３月末現在）

・平均利用者数が2,000人/日以上である旅客船ターミナルのバリアフリー化は、段差の解消・視覚障害者誘導
用ブロック・案内設備の設置については100．0％実施済。

4

旅客船ターミナル（2,000人以上/日の旅客船ターミナル）のバリアフリー状況（都道府県別）

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約100％／
2025年度末）

17151——1—4—1221—総施設数

17151——1—4—1221—(うちトイレ設置ターミナル数)

16151——1—4—0221—段差解消数（施設数）

94.1%100%100%100%——100%—100%—0%100%100%100%—総施設数に対する割合

14141——1—3—0221—
視覚障害者

誘導用ブロック（施設数）

82.4%100%80%100%——100%—75%—0%100%100%100%—総施設数に対する割合

11 1 4 1 ——1 —3 —0 0 2 0 —案内設備（施設数）

64.7%100%80%100%——100%—75%—0%0%100%0%—総施設数に対する割合

16151——1—4—0221—
障害者トイレの設置

（施設数）

94.1%100%100%100%——100%—100%—0%100%100%100%—
うちトイレ設置ターミナル数に対す

る割合



四国の航空旅客ターミナルのバリアフリー状況（令和６年３月末現在）

・平均利用者数が2,000人/日以上である航空旅客ターミナルのバリアフリー化は、 100．0％実施済。

5

航空旅客ターミナル（2,000人以上/日の航空旅客ターミナル）のバリアフリー状況（都道府県別）

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約100%
/2025年度末）

4339411113432735総施設数

4339411113432735
(うちトイレ設置ターミナル

数)

4339411113432735段差の解消数（施設数）

100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%総施設数に対する割合

4238411113432735
視覚障害者

誘導用ブロック（施設数）

97.7%100.0%88.9%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%総施設数に対する割合

4138411113431735案内設備（施設数）

95.3%100.0%88.9%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%50.0%100.0%100.0%100.0%総施設数に対する割合

4339411113432735
障害者トイレの設置

（施設数）

100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%
うちトイレ設置ターミナル

数に対する割合



四国の旅客施設のバリアフリー化の推移

段差解消の推移 視覚障害者誘導用ブロックの整備の推移

案内設備の推移 障害者対応型トイレの設置の推移

（※１）

（※２）

（％） （％）

（％）
（％）

（※１）「鉄軌道駅」及び「バスターミナル」については、１日平均利用者数が3,000人以上の旅客施設及び2,000人以上3,000人未満で基本構想における重点
整備地区内の生活関連施設である旅客施設、「旅客船ターミナル」及び「航空旅客ターミナル」については、1日平均利用者数が 2,000人以上の旅客施設。
また、旅客施設の各項目の実績値については、集計対象である旅客施設の総施設数が前年度から変動した影響を受けている。
（※２）「視覚障害者誘導用ブロックの設置」については、令和３年度の集計結果より、ブロック形状をJIS規格に統一するために改正された「移動等円滑化の
ために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備並びに旅客施設及び車両等を使用した役務の提供の方法に関する基準を定める省令」（以下「公共交
通移動等円滑化基準」という。）に適合している旅客施設数をまとめている。

6

（公共交通移動等円滑化実績等報告による） （公共交通移動等円滑化実績等報告による）

（公共交通移動等円滑化実績等報告による） （公共交通移動等円滑化実績等報告による）

※Ｈ23の減少は、目標見
直し（利用者数3,000人
以上）による強化のため

※Ｈ23の減少は、目標見
直し（利用者数3,000人
以上）による強化のため

※Ｈ23の減少は、目標見
直し（利用者数3,000人
以上）による強化のため



車両

※地域については地方運輸局等の管轄区域を基本としており、内訳は以下のとおり。
北海道 （北海道）
東北 （青森県、岩手県、宮城県、福島県、秋田県、山形県）
関東 （茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県）
北陸信越（新潟県、長野県、富山県、石川県）
中部 （静岡県、愛知県、岐阜県、三重県、福井県）
近畿 （滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県）
中国 （鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
四国 （徳島県、香川県、愛媛県、高知県）
九州 （福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）
沖縄 （沖縄県） 7



四国の鉄軌道車両のバリアフリー化状況（令和６年３月末現在）

・鉄軌道車両のバリアフリー化は、３０．６％実施済。

鉄軌道車両のバリアフリー化の推移（％）

令和３年度以降は、令和２年４月に施行された改正
後の公共交通移動等円滑化基準（鉄軌道車両に設け
る車椅子スペースを１列車につき２か所以上とすること
等を義務付け）への適合状況を示している。

8

*車椅子スペースや案内装置を設ける等、公共交通移動等円滑化基準（令和２年４月に施行された基準）のすべてに適合している車両数をいう。

（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約70％／
2026年度末）

51,868422,3866648194486356913,9415,81152626,2403141,375総数

31,0474257020344815101975,3272,57224421,115162615基準適合車両

59.9%100%23.9%30.6%4.9%51.1%31.1%0%34.6%38.2%44.3%46.4%80.5%51.6%44.7%総数に対する割合
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四国のノンステップバスの導入状況について（令和６年３月末現在）

・ノンステップバスは、６５．７％の導入状況。

・県別にみると、徳島県、香川県の進捗率が高い。

ノンステップバスのバリアフリー化の推移（％）

※Ｈ23の増加は、新目標値の設定に合

わせ、適用除外認定車両を車両の総数
から除いた数値を母数としたことによる。

9
（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

合計沖
縄

九
州

四
国

高
知

愛
媛

香
川

徳
島

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約80％／
2026年度末）

※適用除外認定車両を除く

44,3365625,1839622133331912252,5906,9714,2812,11116,0263,1862,464総数

31,2694212,2566321051961521791,6355,3463,2031,12813,2911,9441,413対象車両

70.5%74.9%43.5%65.7%49.3%58.9%79.6%79.6%63.1%76.7%74.8%53.4%82.9%61.0%57.3%総数に対する割合
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四国の福祉タクシーの導入状況（令和６年３月末現在）

10

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約90,000台／
2025年度末）

2,1266,8364,6891,57827,1382,2582,219基準適合車両福祉タクシー

9174,0023,39168624,9619641,587基準適合車両うちUDタクシー

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

（目標値：約90,000台／
2025年度末）

52,5538483,916945264330207144基準適合車両福祉タクシー

39,7086042,34525191886210基準適合車両うちUDタクシー



四国の旅客船のバリアフリー状況（令和6年３月末現在）

船舶のバリアフリー化
の推移

11

（％）

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

6424216379240334103606423483525総数(定期)
①-1旅客船（一般旅客定期航路

事業の用に供する船舶）

1521101002310302総数(不定期専業)
①-2旅客船（旅客不定期航路事

業の用に供する船舶）

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約60％／
2025年度末）

6574416480241334105636523513527総数(定期+不定期)

②一般旅客定期航路事業の用に
供する船舶及び旅客不定期航路

事業の用に供する船舶

37635101631303025436208281912基準適合車両(定期)

400101001100001基準適合車両(不定期専業)

57.8%79.5%61.6%80.0%50.0%75.6%90.9%50.0%52.4%58.7%30.8%34.8%54.9%54.3%48.1%総数に対する割合

合計
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縄
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九
州

四
国

高
知
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愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：構造等の制約条件を踏まえて
可能な限りバリアフリー化／2025年度末）

84211210-46-16-8539-総数
④一日当たりの平均的な利用者
数が2,000人以上である旅客船
ターミナルに就航する旅客船

531498-26-5-7136-基準適合車両

63.1%66.7%75.0%80.0%-50.0%100.0%-31.3%-87.5%20.0%100.0%66.7%-総数に対する割合
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※地域については各地方整備局等の管轄区域を基本としており、内訳は以下のとおり。
北海道 （北海道）
東北 （青森県、岩手県、宮城県、福島県、秋田県、山形県）
関東 （茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県）
北陸 （新潟県、富山県、石川県）
中部 （静岡県、愛知県、岐阜県、三重県）
近畿 （福井県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県）
中国 （鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
四国 （徳島県、香川県、愛媛県、高知県）
九州 （福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）
沖縄 （沖縄県）

基本構想の作成状況

12



全国における基本構想の作成状況 （令和６年３月末現在）

・基本構想について、全国では３２５市区町において作成されており、作成率は約２割となっている。
・人口規模が比較的大きい「市・区」で見ると、作成率は約３分の１となっており、そのうち政令市・中核
市・特別区は約９割となっている。

13

＜基本構想の作成 自治体数＞

村町市・区全国
特別区その他の市中核市政令市

％0.0 ％3.7 ％91.3 ％28.7 ％83.9 ％100 ％36.4 ％18.4 作成率

183／0743／2823／21710／20462／5220／20815／2971741／325作成数
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地域別 基本構想の作成状況（令和６年３月末現在）※ブロック内訳は、運輸局と同じ

14

中部北陸信越関東東北北海道

103341196119 目標値

4418981417作成数

％24.9％12.8％28.5％6.2％9.5
作成率

177／44141／18343／98227／14179／17

％39.0％28.3％43.0％16.8％42.9
うち市・区の作成率

105／4160／17216／9377／1335／15

沖縄九州四国中国近畿

12321127109目標値

21962483作成数

％4.9 ％8.2％6.3％22.4％41.9
作成率

41／2233／1995／6107／24198／83

％18.2 ％15.7 ％15.8 ％38.9％64.8
うち市・区の作成率

11／2108／1738／654／21111／72

赤塗り箇所：
全国平均以上

うち市・区の
作成率

作成率作成数

青塗り箇所：
全国平均以下

％36.4％18.7
325全国

815／2971741／325



地域別 マスタープランの作成状況（令和６年３月末現在）※ブロック内訳は、運輸局と同じ

15

中部北陸信越関東東北北海道

3623694736目標値

231471作成数

％1.1％2.1％4.0％3.1％0.6
作成率

177／2141／3343／14227／7179／1

％1.9％5.0％6.4％9.1％0.0 
うち市・区の作成率

105／260／3216／1477／735／0

沖縄九州四国中国近畿

842192248目標値

06047作成数

％0.0％2.5％0.0％3.7％3.5
作成率

41／0233／695／0107／4198／7

％0.0％5.5％0.0％7.4％5.4
うち市・区の作成率

11／0108／638／054／4111／6

赤塗り箇所：
全国平均以上

うち市・区の
作成率

作成率作成数

青塗り箇所：
全国平均以下

％5.1％2.5
44全国

815／421741／44



基本構想・移動等円滑化促進方針作成市町村一覧

基本構想作成市町村一覧（ 令和６年３月末現在） ３２５市区町
マスタープラン作成市町村一覧
（令和６年３月末現在） ４４市区町

市町村都道府県市町村都道府県市町村都道府県

横浜市

神奈川県

さいたま市

埼玉県

札幌市

北海道

川崎市熊谷市小樽市

相模原市川口市旭川市

平塚市所沢市室蘭市

鎌倉市東松山市釧路市

藤沢市深谷市北見市

小田原市入間市苫小牧市

茅ヶ崎市白岡市江別市

逗子市小川町千歳市

三浦市寄居町滝川市

秦野市戸田市深川市

厚木市千葉市

千葉県

富良野市

大和市市川市恵庭市

伊勢原市船橋市伊達市

座間市松戸市枝幸町

大磯町野田市遠軽町

二宮町習志野市登別市

新潟市

新潟県

柏市青森市青森県

長岡市市原市盛岡市

岩手県 柏崎市流山市一関市

新発田市八千代市宮古市

見附市我孫子市仙台市
宮城県

糸魚川市鎌ケ谷市松島町

上越市浦安市秋田市
秋田県

南魚沼市袖ケ浦市大館市

湯沢町君津市山形市
山形県

魚津市

富山県

千代田区

東京都

南陽市

射水市港区福島市

福島県
高岡市新宿区会津若松市

金沢市石川県文京区郡山市

福井市
福井県

台東区いわき市

敦賀市墨田区水戸市

茨城県

甲府市

山梨県

江東区日立市

山梨市品川区土浦市

笛吹市目黒区石岡市

上野原市大田区笠間市

松本市

長野県

世田谷区取手市

岡谷市中野区ひたちなか市

諏訪市杉並区守谷市

塩尻市豊島区宇都宮市

栃木県

茅野市北区栃木市

岐阜市

岐阜県

荒川区佐野市

多治見市板橋区鹿沼市

中津川市練馬区日光市

瑞浪市足立区小山市

羽島市葛飾区那須塩原市

恵那市渋谷区下野市

美濃加茂市八王子市壬生町

土岐市武蔵野市前橋市

群馬県 各務原市三鷹市高崎市

可児市府中市伊勢崎市

瑞穂市調布市

笠松町町田市

垂井町小金井市

日野市

羽村市

国分寺市

市町村都道府県市町村都道府県市町村都道府県

鳥取市

鳥取県

大阪市

大阪府

静岡市

静岡県

米子市堺市浜松市

倉吉市岸和田市沼津市

松江市

島根県

豊中市熱海市

出雲市池田市三島市

江津市吹田市富士宮市

倉敷市

岡山県

高槻市伊東市

笠岡市貝塚市島田市

津山市守口市富士市

岡山市枚方市焼津市

和気町茨木市藤枝市

広島市

広島県

八尾市御殿場市

呉市泉佐野市袋井市

三原市富田林市名古屋市

愛知県

尾道市寝屋川市岡崎市

福山市河内長野市弥富市

東広島市松原市瀬戸市

廿日市市大東市春日井市

大竹市和泉市豊川市

海田町箕面市刈谷市

坂町柏原市豊田市

下関市

山口県

羽曳野市日進市

山口市門真市知多市

周南市摂津市阿久比町

徳島市徳島県高石市津市

三重県

高松市
香川県

藤井寺市伊勢市

丸亀市東大阪市松阪市

松山市
愛媛県

泉南市桑名市

今治市四條畷市亀山市

高知市高知県交野市大津市

滋賀県

北九州市

福岡県

大阪狭山市彦根市

福岡市阪南市長浜市

大牟田市島本町近江八幡市

久留米市神戸市

兵庫県

草津市

筑紫野市姫路市守山市

大野城市明石市栗東市

古賀市西宮市甲賀市

福津市芦屋市野洲市

糸島市加古川市高島市

遠賀町宝塚市米原市

唐津市佐賀県川西市竜王町

長崎市
長崎県

播磨町京都市

京都府

佐世保市奈良市

奈良県

福知山市

熊本市
熊本県

大和郡山市宇治市

玉東町橿原市亀岡市

大分市
大分県

香芝市向日市

別府市葛城市長岡京市

宮崎市宮崎県五條市八幡市

鹿児島市鹿児島県河合町京田辺市

那覇市
沖縄県

桜井市木津川市

斑鳩町 宮古島市大山崎町

上牧町精華町

計 ３２５市区町生駒市

御所市

田原本町

和歌山市

和歌山県

橋本市

田辺市

高野町

那智勝浦町

市町村都道府県

長万部町北海道

三沢市青森県

遠野市
岩手県

宮古市

大館市
秋田県

秋田市

福島市
福島県

郡山市

つくば市茨城県

春日部市

埼玉県 戸田市

本庄市

千葉市千葉県

大田区

東京都

武蔵野市

新宿区

日野市

調布市

目黒区

江戸川区

杉並区

世田谷区

糸魚川市
新潟県

小千谷市

射水市富山県

富士市静岡県

伊勢市三重県

堺市

大阪府
豊中市

高槻市

池田市

明石市兵庫県

奈良市
奈良県

田原本町

鳥取市鳥取県

岡山市岡山県

呉市広島県

宇部市山口県

飯塚市

福岡県 田川市

福岡市

熊本市熊本県

大分市大分県

長崎市長崎県

計 ４４市区町
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【四国の移動等円滑化基本構想策定状況】

基本構想とは

重点整備地区において、公共交通機関・

建築物・道路などのバリアフリー化を重点
的かつ一体的に推進するために市町村が策
定する整備計画・方針のこと。

※重点整備地区：
旅客施設（駅・ターミナル）

を中心とした地区や高齢者・障
がい者等が利用する施設（例：
商業施設・病院・市役所等公共
施設）が集まった地区

マスタープランとは

特定(具体)事業は不要。
移動等円滑化促進地区を設
定。市町村全体（地区単位
も可）のバリアフリー化の
方向性を示す。

17

基本構想策定済

1日当たりの平均的な利用客数が
2000人以上の鉄軌道駅又はバスタ
ーミナルを有し、基本構想が未策定



心のバリアフリー
（令和６年３月末現在）

18



心のバリアフリー

令和３年度
実績値

24.3%

○ 「心のバリアフリー」の用語の認知度

・新たなバリアフリー整備目標の設定に伴い、新たな項目として「心のバリアフリー」の用語の認知度が追加さ
れ、令和7年度までに、約50％の認知度を達成するように目標が設定された。

・令和５年度における認知度※は21.6%となっている。

令和４年度
実績値

21.4%

※ 2023年10月に実施したインターネットモニターアンケート「公共交通機関を利用する際の配慮について」による。

○高齢者、障害者の立場を理解して行動ができている人の割合

・新たな整備目標の設定に伴い、新たな項目として高齢者、障害者等の立場を理解して行動ができている人の
割合が追加され、令和７年度までに、原則100％を達成するように目標が設定された。

・令和５年度における割合※は81.3%となっている。

令和２年度
参考値

23.9%

令和３年度
実績値

86.6%

令和４年度
実績値

81.7%

令和２年度
参考値

81.7%

19

令和５年度
実績値※

21.6%

令和５年度
実績値※

81.3%



道路

※地域については各地方整備局等の管轄区域を基本としており、内訳は以下のとおり。
北海道 （北海道）
東北 （青森県、岩手県、宮城県、福島県、秋田県、山形県）
関東 （茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県）
北陸 （新潟県、富山県、石川県）
中部 （静岡県、愛知県、岐阜県、三重県）
近畿 （福井県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県）
中国 （鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
四国 （徳島県、香川県、愛媛県、高知県）
九州 （福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）
沖縄 （沖縄県） 20



（参考）特定道路のバリアフリー状況（地域別）

（令和６年３月末現在）21

中
部

北
陸

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：70％）

410.9 90.9 1706.5 157.7 288.3 
特定道路指定延長

（ｋｍ）

347.0 84.8 1019.5133.9263.9
整備延長

（ｋｍ）

84%93%60%85%92%割合

合計沖
縄

九
州

四
国

中
国

近
畿

（目標値：70％）

4445.628.8 403.3 81.5 177.1 1100.6 
特定道路指定延長

（ｋｍ）

3168.123.8 316.0 65.0 138.9 775.4 
整備延長

（ｋｍ）

71%83%78%80%78%70%割合



都市公園

※地域については各地方整備局等の管轄区域を基本としており、内訳は以下のとおり。
北海道 （北海道）
東北 （青森県、岩手県、宮城県、福島県、秋田県、山形県）
関東 （茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県）
北陸 （新潟県、富山県、石川県）
中部 （静岡県、愛知県、岐阜県、三重県）
近畿 （福井県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県）
中国 （鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
四国 （徳島県、香川県、愛媛県、高知県）
九州 （福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）
沖縄 （沖縄県）

22



（参考）都市公園のバリアフリー状況（地域別）

23
（令和６年３月末現在）

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約70％）

9,5421501,110261529365515311,4861,0994472,862781815総数

園路及び
広場

6,121103658167236146373101,0597252701,784471574基準適合の数

64%68.7%59.3%64.0%44.2%65.6%70.8%72.5%58.4%71.3%66.0%60.4%62.3%60.3%70.4%割合

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約60％）

6,070113806206416759393967127073561,787567420総数

駐車場 3,40678411113134332252244793851831,015295223基準適合の数

56%69.0%51.0%54.9%31.7%64.2%54.2%64.1%56.6%67.3%54.5%51.4%56.8%52.0%53.1%割合

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約70％）

9,0941441,080257539364475261,3461,0344182,783735771総数

便所 5,818107677156236443263039126652751,769481473基準適合の数

64%74.3%62.7%60.7%43.4%68.8%67.2%55.3%57.6%67.8%64.3%65.8%63.6%65.4%61.3%割合



路外駐車場

※地域については各地方整備局等の管轄区域を基本としており、内訳は以下のとおり。
北海道 （北海道）
東北 （青森県、岩手県、宮城県、福島県、秋田県、山形県）
関東 （茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県）
北陸 （新潟県、富山県、石川県）
中部 （静岡県、愛知県、岐阜県、三重県）
近畿 （福井県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県）
中国 （鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
四国 （徳島県、香川県、愛媛県、高知県）
九州 （福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）
沖縄 （沖縄県）
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（参考）特定路外駐車場のバリアフリー状況

25（令和６年３月末現在【P】）

中
国

近
畿

中
部

北
陸
信
越

関
東

東
北

北
海
道

（目標値：約75％）

16658135096922210146総数[箇所]

11449726769666136125基準適合の数[箇所]

68.7%85.5%76.3%71.9%72.2%64.8%85.6%割合

合計
沖
縄
県

九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

（目標値：約75％）

2,92925367660242418総数[箇所]

2,2091927739016158基準適合の数[箇所]

75.4%76.0%75.5%59.1%-66.7%62.5%44.4%割合



建築物
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（参考）建築物のバリアフリー化の推移

床面積の合計が2,000㎡以上の特別特定建築物（公立小学校等を除く）の総ストックの約67%について、
令和７年度までに、移動等円滑化を実施するように新たな目標が設定された。
令和５年度末までに約64%が実施済みとなっている。

41.0 %43.7%
45.7%47.1%48.7%50.1%51.8%53.6%55.1%56.3%

57.5%58.8%59.9%60.8% 61.7%62.5%63.3 % 64%
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信号機等

※地域については管区警察局等の管轄区域を基本としており、内訳は以下のとおり。
北海道警察（北海道）
東北（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）
警視庁（東京都）
関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県）
中部（富山県、石川県、福井県、岐阜県、愛知県、三重県）
近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）
中国（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）
九州（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）
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（参考）信号機等のバリアフリー状況

29

※管区警察局等別

（警察庁資料による）

（令和６年３月末現在）

中
国

近
畿

中
部

関
東

東
京
都

東
北

北
海
道

（目標値：100％）

96.9%99.8%99.5%99.7%96.1%100.0%100.0%

合計九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

98.8%99.1%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%



（参考）音響信号機及びエスコートゾーンのバリアフリー状況

30

※管区警察局等別

（警察庁資料による）

（令和６年３月末現在）

中
国

近
畿

中
部

関
東

東
京
都

東
北

北
海
道（目標値：100％）

75.8%54.6%76.4%49.5%82.5%56.0%－

合計九
州

四
国

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

66.4%65.8%54.4%50.0%95.3%14.3%2.6%


